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令和３年５月１２日
(一社)全国農業会議所
１．地図更新作業について

（１）地図更新が可能なデータ
現在、農地情報公開システムの地図を更新する場合、原則、市町村の課税等が有する地番図データを提出いただくこととしています。公図による地図更新は緯度・経度の位置情報がないことから正確性が担保されず、結果として全国農地ナビにおいてもピンがたたない場合(台帳と地図の不一致)が多いため、更新不可としています。ただし、地番図データはないものの換地等による図面などが提出できる場合については、地図更新に活用が可能か否か、全国農業会議所まで問い合わせください。

[bookmark: _Hlk528605848]（２）地図更新作業のながれ
　　　①全国農業会議所へ地図更新申込書を提出（申込書1）
　　　　総合ヘルプデスクへ農地地図更新(地図登録作業)申込書を提出(申込書2)

　　　②地図更新作業のながれ
地図更新を実施する場合、地番図データから農地以外のデータや課税データ(課税分筆等)を削除した農地区画図をシェープファイル形式で出力します。
[bookmark: _Hlk528605161]このシェープファイル形式の地図データと各農業委員会等利用システムに登録されている農地台帳のデータを紐付する作業を実施します。この紐付作業が完了して農地情報公開システムにデータを登録することになります。地図更新作業のながれは以下の通りとなります。

ア．農地のみの地番図データをシェープファイル形式で出力
　　　　　　　　　　　↓
イ．シェープファイル形式の地図データと農地台帳のデータとの紐付
　　　　　　　　　　　↓
ウ．SBテクノロジーが紐付された地番図データを農地情報公開システムに登録






（３）地図更新作業に伴う業者との契約手続きについて
実際の農業委員会等において想定される契約手続き等は、上記（２）で明示した地図更新のながれを踏まえて、以下の通りとなります。
①地図紐付作業を実施する地図会社を農業委員会等で公募等により選定。

[bookmark: _Hlk528606353]②上記①で選定した地図会社が市町村の地番図データを取り扱う者と同一の場合は、上記（２）②のア及びイの作業について請負契約を締結する。

③上記①で選定した地図会社が市町村の地番図データを取り扱う者と異なる場合は、地番図データを取り扱う者とデータ出力の契約を結ぶ必要があるほか、別途、地図データと農地台帳との紐付作業を行う地図会社と契約が必要となる。

④紐付作業を完了したデータについては、農地情報公開システムへ登録する作業についてSBテクノロジーと契約が必要となる。

よって、農業委員会等においては、２者ないし３者との契約により地図更新作業を実施することとなります。
地図更新に要する経費総額の見積は以下の３つの総額となります。
ⅰ．農地のみの地番図データの出力経費（地番図業者に要見積）
ⅱ．地番図データと農地台帳データの紐付経費(予定する地図会社に要見積)
ⅲ．SBテクノロジーによる地図登録費＝200,000円（消費税別）























[bookmark: _Hlk38536156]２．令和3年度の地図更新作業経費の補助対象等について
今年度の農業委員会等が実施する農地情報公開システムの地図更新経費は、農水省の「機構集積支援事業」の補助対象外となりますので地図更新作業を行う場合は市町村費での対応をお願いいたします。









３．令和3年度の地図更新作業経費の留意点について

[bookmark: _Hlk38541960]①１．（３）のⅰ及びⅱの作業（地番図データ出力と紐付作業）を行う業者については、【別添2】「登録用地図データ作成ガイドライン_2.10版」をもとに作業を行うよう、また、初めて地図更新を行う業者に依頼する場合は、平成31年（令和元年）度に撮影した地図更新作業の説明会の動画を必ず視聴するよう働きかけをお願いいたします。
上記の動画は地図業者から全国農業会議所農地情報公開システム事務局（メールアドレス：koukaisystem@nca.or.jp）に件名「地図更新」とした空メールを送っていいただけると、配布いたします。

②再アップロードと地図更新の両方を行おうと考えている農業委員会等については、必ず再アップロードを行ってから地図更新を行ってください。地図更新においての台帳と地図の紐づけ作業は、各農業委員会等利用システムから抽出した台帳CSVファイルと用意した地図データで紐づけることを原則としています。仮に地図更新を先に行うと台帳データ側が古いため本来紐づく土地が紐づかないことになります。

③SBテクノロジーとの地図登録作業については、原則令和3年11月30日までに登録用地図データの送付及び契約締結を、令和3年12月24日までに地図登録作業を完了させる必要があります。そのため、【申込書２】「農地地図更新（地図登録作業）申込書」の提出時期については、契約作業が2～3週間かかることから遅くても10月末までに総合ヘルプデスク（メールアドレス：sbt-am2-support@tech.softbank.co.jp）まで送付いただくようお願いいたします。
事情により上記期間まで対応が間に合わないとなる農業委員会等については、その旨と理由を必ず全国農業会議所までご連絡ください。
　また、【申込書1】「地図更新申込書」については、地図更新を行うことが決まりましたら、全国農業会議所まで送付をお願いいたします。

④その他地図更新作業に関するよくある質問については、【別添２】「登録用地図データ作成ガイドライン_2.10版」の「5.Q&A集」に記載しております。地図更新作業者に必ず確認するようお伝えいただくともに、農業委員会等の皆様もご確認をお願いいたします。

